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１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

      ２　職員数は、平成２４年４月１日現在の人数です。

      ３　給与費については、再任用短時間勤務職員の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。

 (3) 特記事項

（給与減額の状況）

（その他）

　（手当）　　管理職手当の支給額を一律１０％減額しました。

住民基本台帳人口

　　　　　　Ａ

人 件 費

3,020,080千円

徳島市の給与・定員管理等について

23年度の人件費率

実 質 収 支

20.2% 21.5%

（参考）人 件 費 率

395,145千円

（平成24年度末）

国の要請等を踏まえた

18,539,241千円

給　 料

24年度 91,772,237千円257,662人

区　　分
Ｂ／Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

歳 出 額

1,343,821千円

期末・勤勉手当

区　　分

実施しました。

　　　　　　Ｂ

職員数

平成２５年７月１日から平成２６年３月３１日まで

8,295,085千円

一人当たり

一人当たり給与費

6,457千円24年度 2,088人

　　計　　Ｂ職員手当

12,658,986千円

類似団体平均

6,063千円

給与費 B/A

抑制済又は減額措置の内容

　（給料）　　適用給料表及び職務の級等に応じて、４．７７％～９．７７％減額しました。

　　　　　　　　・平成２５年４月１日現在のラスパイレス指数　　　１０８．９　　参考値　１００・６

　　　　　　　　・平成２５年７月１日現在のラスパイレス指数　　　１００．５

減額実施期間

　の間は、当該減額後の額にさらに国の要請等を踏まえた減額措置（４．７７％～９．７７％）を実施しました。

　　平成１７年１０月１日から職員の給料の減額措置（０～７％）を実施し、平成２５年７月１日から平成２６年３月３１日まで

減額措置の取り組み
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 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　　　　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数です。

　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２５年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

円 円

円 円

歳 円 円 円421,387類似団体平均 42.3 329,893

363,540

376,257

419,899

380,185

307,220

44.2

区　　分 平均給料月額

徳島市

337,389

42.3

(332,446)

平均給与月額

390,536

国
(405,463)

歳 ―

徳島県

平均年齢

43.1

平均給与月額

（国比較ベース）

329,444 354,329

(H20.4.1)

100.5 
(H20.4.1)

99.1 (H20.4.1)

98.3 

(H25.4.1)

108.9 (H25.4.1)

108.3
(H25.4.1)

106.6 

(H25.4.1)

※参考値

100.6

(H25.4.1)

※参考値

100.1 
(H25.4.1)

※参考値

98.5

(H25.7.1)

100.5

(H25.7.1)

106.7

(H25.7.1)

104.0

90.0 

95.0 

100.0 

105.0 

110.0 

徳島市 類似団体平均 全国市平均
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　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

歳 人 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成２２年～２４年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

（本市職員のデータは、正規職員のみを対象としていますが、民間データはアルバイト、パートなどの非正規職員を含んでいます。）

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度

 に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

うちその他

53.7

59.3 188,400

―

うち学校給食員

うち用務員

6,762,724

5,895,636

202,700 5,938,788

1.49

1.72調理士 46.4

―

民　　　間

民間
（Ｄ）

―― ― ―

Ｃ／Ｄ

年収ベース（試算値）の比較

参　考

徳島県 52.8 100

329,130

Ａ／Ｂ
対応する民間
の類似職種

366,228

うちその他 47.0 108 346,564 401,802 359,324

区　　分
平均給与月額

（Ａ）
職員数

398,371

431,927

365,290

公　務　員

平均給与月額
（国比較ベース）

46.8

374,653

358,966

411,930402,145

359,639

467,724

366,853

371,338

――

―

2.02

3.11

2,917,800

3,980,600 1.70

2.11

―

自家用乗用
自動車運転者

うち自動車運転手

用務員

― ―

392,898357,560

344,537

歳

徳島市

区　　分

3,272

廃棄物処理業
従業員

―

53.7

346,300

うち清掃職員

平均年齢
平均給与月額

（Ｂ）

うち用務員

徳島市

うち清掃職員

505

174

うち学校給食員

44.6

類似団体平均 47.8 143

49.9

平均年齢

349,079

平均給料月額

46.3 81

135

368,249

352,775

47.0

46.6

うち自動車運転手 7

国

2.48

人

―

2,430,100

1.82 2,809,400

213,600

272,119

386,944

(286,850)

公務員
（Ｃ）

290,600

7,555,488

―
309,534

(325,400)
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技能職員の給与等の見直しに向けた取組方針

　１　基本的な考え方

　　　地方公務員の給与については、地方公務員法第２４条第３項の規定に基づき、国、他の地方公共団体及び民間事業所の給与を

　　考慮して定めることとされております。

　　　このことから、本市の給与制度は、人事委員会を設置し、県内の民間給与を反映している徳島県の給与制度に準ずることを基本

　　に考えています。

　２　具体的な取組内容

　　　本市の技能職員の給与制度については、上記の考え方に基づき、次の見直しを行いました。

　　(1)　1級制の給料表から徳島県と同じ5級制の給料表に切替え（平成１９年１月実施）

　　(2)　高齢層職員の昇給抑制制度の導入（平成１９年１月実施）

　　(3)　高齢層職員の昇給停止制度の導入（平成２５年１月実施）

　　(4)　給与構造改革における経過措置の廃止、これに伴う経過措置を規定（平成２６年４月実施予定）

　　(5)　各種手当の支給対象者の見直し及び支給月額の引下げ（各種手当の見直し等に応じ随時実施）

　３　その他

　　　本市の技能職員の職員数については、事務事業や施設管理の見直しにより、平成２６年度までに平成２２年度の職員数と比べて

　　約３０人削減する予定です。

　　　③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　④幼稚園教育職

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての　　　　 

　　　　 諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いた

　　　　 もの）で算出しています。

      ３　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、給与改定・臨時特例

      　法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）です。

区　　分 平均年齢 平均給与月額平均給料月額

323,705

徳島市 40.1 337,370 356,985

平均年齢

421,615

平均給与月額平均給料月額

424,193

459,790

367,21641.1類似団体平均

44.6

徳島市

区　　分

381,668徳島県

44.8

384,16344.2

391,170類似団体平均
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 (2) 職員の初任給の状況（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円 円

円

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値（減額前）

　　　です。

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２５年４月１日現在）

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

人 % 円 円

（注）１　徳島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

 (2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

　　　昇給への勤務成績の反映については、地方公務員第４０条の規定に基づき、課長級以下の職員を対象に勤務成績及び能力の評定を

　　実施し、その結果を昇給に反映させています。

２　級

21.3206

241

主事・技師 97 10.0

主事・技師

17.8

幼稚園教育職 大　学　卒 192,800

区　　　　　分 徳　島　市

大　学　卒
一般行政職

大　学　卒 192,800高等学校教育職

高　校　卒

高　校　卒

172,200

129,200

技能労務職

222,900

261,900

289,200

354,700

388,300

400,600

185,800

243,700

307,80013.6

徳　島　県

―

135,600

一般行政職

技能労務職

高等学校教育職

363,211

310,033

317,469

１　級

幼稚園教育職

137,200 円

円

経 験 年 数 １ ０ 年

円

140,100

―

141,900
(137,200)

(172,200)

199,700

144,500
133,418

(129,200)
133,100

円

円178,800

320,600 422,600

132

―

163,987

(140,100)

130,656

国

課長

８　級 11 1.1 413,000

係長

456,200

478,200

366,200

8.7

副部長

区　　　　　分

５　級

25 2.6

課長補佐

24.9

84

４　級

173

７　級

６　級

３　級

293,372

係長

部長

大　学　卒

220,247

222,267

300,620

123,038

経 験 年 数 ２ ５ 年経 験 年 数 ２ ０ 年

円中　学　卒

346,483

円

386,509

356,214

388,151

376,942

265,350

円

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒 416,289

390,846

経 験 年 数 ３ ０ 年

417,987

382,973

376,904

424,265

418,250

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額
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４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

・管理職加算　２３～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）
　

　　　地方公務員法第４０条の規定に基づき、課長級以下の職員を対象に勤務成績及び能力の評定を実施していますが、勤勉手当には

　　反映させておりません。今後は反映するよう検討していきます。

 (2) 退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

 (3) 地域手当

（平成２５年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

支給率

1

7,829

46.55

徳島市

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算）

東京都特別区

国の制度（支給率）

支給実績（平成２４年度決算）

225,774

国

1.35

0.65

55.86

55.86

支給対象地域

1.45

2.60

0.65

38.955

2.60 1.35

26,955

1.45

支給対象職員数

1.45

―

徳島県

2.60

徳島市

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

1,414

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

28.7875

18

1.35

46.55

55.86

23.03

55.86

32.83

1,592

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額です。

55.86

55.86

18

0.65

23.03

32.83

国

38.955

28.7875

226
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 (4) 特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

41.8

12

177,162

178,590

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ）

環境保全業務手当

徴収事務手当

手当の名称

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算）

手当の種類（手当数）

税務事務手当

道路上業務手当

夜間等業務手当

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ）

教育特殊業務手当 学校に勤務する職員

高所等業務手当

動物園業務手当
（技能職員）

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

動物園業務手当

用地交渉業務手当

消防業務手当
救急，人命救助，消防，国
際緊急援助活動等

深夜における勤務

高さ10ｍ以上の足場の不安
定な箇所での業務等

153

非常災害時等の困難な緊
急業務，生徒を引率して行
う困難な指導業務等

動物取扱業務等

福祉業務手当
保育業務，専門的な指導又
は助言等の業務

ごみ収集，下水道の維持管
理等に関する業務

高所等における業務を行う職員

出張して行う事務

左記職員に対する
支給単価

道路維持課に勤務する職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２４年度）

362,793

420,810

177

税務事務所に勤務する職員

14,000

1勤務1,100～2,300円

税務事務

土地取得等のための権利
者との交渉業務

用地交渉業務に従事する職員

支給実績
（平成２４年度決算）

動物取扱業務

千円

65,324 千円

17,682 千円

動物園に勤務する獣医師

4,875 千円

2,894

国民健康保険料，介護保険料
等の徴収事務に従事する職員

保育士，社会福祉主事等

環境事業所，浄化センター等に
勤務する職員

主な支給対象業務主な支給対象職員

支給実績（平成２４年度決算）

月額15,000円

月額8,000円又は
日額720円

月額8,600円～12,800円

日額440～960円

日額870円432 千円

1,746 千円

32,482

日額660～760円

日額870円

日額250～350円

1勤務250～4,000円

1,266 千円

1,377 千円

0 千円

千円

消防職員

環境事業所，浄化センター，消
防局等に勤務する職員

交通遮断せずに行う道路の
維持修繕業務

動物園に勤務する職員 日額870円

千円

35,084 千円

日額200～6,400円
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 (6) その他の手当（平成２５年４月１日現在）

異

136,386円

69,024円

(国の制度）
支給額　6,000円

～12,000円

34,097千円

114,464円

高等学校に勤務する教育職員に支給

145,337千円

祝日，年末年始の休日に勤務した職員
に支給

深夜に勤務した職員に支給

異

管理監督の地位にある職員（部長，副
部長，課長，課長補佐等）に対して支給

手当額は職務の級及び役職に応じて
定額を支給　31,200円～104,600円

夜間勤務手当

管理職員特別勤務手当 3,205千円

4,280千円

配偶者　13,000円
配偶者以外の扶養親族　6,500円
（ただし，配偶者のない場合の1人目
11,000円）
16歳～22歳の子1人についての加算
 5,000円

同

648,825円

152,537千円

79,171円170,376千円

借家・借間居住者
最高支給限度額　27,000円

住居手当

(国の制度）
手当額の相違
49,600円～
117,500円

295,514円

平均支給年額

227,092円

（平成２４年度決算）

扶養手当

134,459千円

内容及び支給単価
支給実績

（平成２４年度決算）

支給職員１人当たり

異通勤手当

交通機関利用者
　定期券（6箇月を超えない範囲内で最も
　長い期間のもの）の価格
　（１箇月の支給限度額　55,000円）
自動車等利用者
　片道の使用距離の区分（2ｋｍ以上）に
　応じ23,900円まで

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

（国の制度）
交通用具使用者
　片道の使用距離
　の区分に応じ
　24,500円まで

同

同

休日勤務手当

手　当　名

管理職が，臨時又は緊急の必要等により
週休日又は休日に勤務した場合に支給
支給額
1勤務につき4,000円～10,000円

管理職手当

442,135円同

249,574千円

高等学校教員特別手当
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５　特別職の報酬等の状況（平成２５年４月１日現在）

円 円／ 円

円 ）

円 円／ 円

円 ）

円

円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

円

(注）１　給料の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

           勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

（類似団体の人口１万人当たり職員数

154

1,342

動物園植栽・樹木管理業務の外部委託など

149

▲ 11

61.48

中央浄化センターポンプ場に係る業務体制の見直しなど

（類似団体の人口１万人当たり職員数

445,000

275,400

940,000

（　844,000

360,000

548,100

退職時

385,000

894,400

742,720

主 な 増 減 理 由

業務体制の見直しなど

80.61

0

▲ 1

▲ 2

業務体制の見直しなど

子ども・子育て関連３法への対応など

▲ 3

1

＜参考＞

一般会計から配属予定の新規採用職員など

[ 3,421 ］

149

4

0

44.66

52.08

＜参考＞

0

[ 3,421 ］

2,089

2,882 2,871

2,077

2

[          0］

794

▲ 12

80

73

▲ 1

薬剤師の体制見直しなど

＜参考＞

3

小　計

▲ 12488

247

406

247

79 業務体制の見直しなど

299

403

第 一 副 市 長

農林水産

0

156

298

給料月額×４×在職年数＋一般職の例
により計算した金額

500

総務

計

消防部門

土木

85 87

合　　計

普
通
会
計
部
門

教育部門

水道

交通

下水道

労働

議会

病院
　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

その他

99

285286

小　計

商工

76

衛生

1,342

民生 425

99

市 長

第 二 副 市 長

職 員 数

一
般
行
政
部
門

税務

0

15

421

▲ 1

副 議 長

議 長

（参考）類似団体における最高／最低額

第 二 副 市 長

市 長

給 料 月 額 等

議 員

　　（平成２４年度支給割合）

647,000

区 分

議 長

　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

退
職
手
当

給料月額×５×在職年数＋一般職の例
により計算した金額

714,000 739,000

1,100,000

報

酬

47

第 一 副 市 長 788,480

（　1,118,000給

料

副 市 長

副 議 長

19

111.43

16,812,480

15

47

793

19 0

対前年
増減数

606,000

17,848,320

0

業務体制の見直しなど

0

市 長

2.9

　　（平成２４年度支給割合）

（　896,000

663,000

給料月額×４×在職年数＋一般職の例
により計算した金額

議 員

2.9

606,000

0

平成２４年度

期
末
手
当

平成２５年度

0

26,742,560
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 (2) 年齢別職員構成の状況（平成２５年４月１日現在）

　

 (3) 職員数の推移

（単位 ： 人 ・ ％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

245

518

の増減数（率）

2,929

59歳51歳

～

48歳

254人 332人

1,356 1,342

計

2,077

(▲ 0.4%)

(▲ 3.8%)1,342

２５年２４年

247

55歳

334人

(▲ 8.1%)

過去５年間

2,871人20人

～

以上

～ ～

60歳44歳 52歳 56歳24歳 28歳 40歳32歳

～ ～

20歳

23歳

区　分

20歳

部門別

36歳

～

39歳 43歳

417人

27歳 35歳

214人

47歳

287人

～

809

～

31歳

～

未満

817公営企業等会計計

職員数 72人3人 283人

2,150

▲ 53

394人

２３年

246

2,089

261人

1,358

▲ 43

2,908

500

年　度
２０年 ２１年 ２２年

一般行政

教育 488

1,395 1,386

531 514

消防

2,104

247

2,119

▲ 1248

2,174

247

普通会計計 (▲ 4.5%)

総合計 2,959

(▲ 2.8%)804810 794

2,991

▲ 97

▲ 23

503

793

2,871 ▲ 120 (▲ 4.0%)2,882

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成比

%
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７　公営企業職員の状況

 (1) 水道事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２５年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

　  平成１７年１０月１日から、職員の給料の減額措置（０～７％）を行っています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

２４年度

921,034千円

1,132,682千円

626,097千円

322,427

1.45

486,429徳 島 市 39.7

２４年度

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

353,532

区　　分

　　計　　Ｂ

Ｂ／Ａ

219,414千円

総費用に占める

Ｂ　

（参考）市町村平均

一人当たり給与費

職員給与費

一人当たり

25.4%

める職員給与費比率

期末・勤勉手当

25.5%

給与費 B/A

２３年度の総費用に占

32.83

基本給

徳島市（公営企業職員除く）

1.35

徳島市（水道局）

徳島市（水道局）

38.955

55.86

38.955

28.7875

2.60

32.83

6,259千円5,515千円

55.86

市 町 村 平 均

23.03

167人

（注）１　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額です。

2.60

平均年齢

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

520,694

0.65

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

職員給与費比率実質収支

1,427

1.35

区　　 分

総費用

286,012千円

純損益又は

給　 料

区　　分

Ａ  

職員手当

職員数

4,466,057千円

46.5546.55

704

45.2

1,414

徳島市（公営企業職員除く）

55.86

75,523千円

55.86

7,829

1.45

25,877

55.86

23.03

0.65

26,955

28.7875

55.86

平均月収額
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ウ　地域手当

（平成２５年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

4,507

0

千円

千円

支給対象職員数

256,223

634,560

（平成２４年度決算）

管理職手当

異

97,882

10,726

同

289,878同

9,518

住居手当

水道施設の修繕・清掃業務、浄水施
設の汚泥処理、高圧電気設備及び機
械設備の取扱・点検業務、有害物質
を使用する作業、水道メーターの開
閉栓、給水装置の現地調査指導検査
業務に従事した職員

同

支給職員１人当たり支給実績一般行政職
の制度と異な

る内容

主な支給対象職員

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ）

平均支給年額（平成２４年度決算）

0

24,085

15,074 千円

千円

手当の名称

扶養手当 千円

突発的な公道漏水事
故又は浄水施設の故
障等に対応するための
業務

242

一般行政職と同じ 同

375,598

一般行政職と同じ

通勤手当

勤務1時間あたりの
給与額の100分の25 千円

一般行政職と同じ

0

支給対象地域

同

169

一般行政職
の制度との異

同
手　当　名

支給実績（平成２４年度決算）

勤務1時間あたりの給与額の0．5

支給率

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ）

集金手当

195

管理職員特別勤務手当

非常招集手当

勤務時間外において、緊急・突発事
故等に対処するため非常招集を受け
た職員（その体制づくりを命ぜられた
職員を含む。）

浄水場に勤務する職員で正規の勤務
時間内の全部又は一部として午後10
時から翌日の午前5時までの間にお
いて機器操作業務に従事した職員

作業手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

夜間勤務手当

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

内容及び支給単価

一般行政職と同じ

一般行政職と同じ

－

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２４年度）

0

26,133

28,320

支給実績（平成２４年度決算）

支給なし

滞納整理業務又は随時徴収業務に
従事した職員

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算）

一般行政職の制度（支給率）

－ －

7,378

70,940

出張して徴収業務 1,253 千円 日額720円又は380円

61.9

3手当の種類（手当数）

千円
1勤務1,600円又は1,300円
日額600円

施設の維持管理・修繕
業務等

4,934 千円 日額250円～870円

主な支給対象業務
支給実績

（平成２４年度決算）
左記職員に対する

支給単価

深夜における業務 949 千円 1勤務1,300円
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 (2) 旅客自動車運送事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２５年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

（うちバス事業運転手）

歳 人 円 円 歳 円

歳 人 円 円

円 円 円

（注）１　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

　　　　 （平成２２年～平成２４年の３ヶ年平均）

　　　２　民間の類似職種との比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているわけではありません。

　　　　（本市職員のデータは、正規職員のみを対象としていますが、民間データはアルバイト、パートなどの非正規職員を

　　　　　含んでいます。）

　　　３　平均月収額には、期末・勤勉手当（民間は年間賞与）等を含みます。

　　　４　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均月収額を１２倍した試算値です。

75.6%

279,471千円 75,460千円 5,678千円99,345千円

一人当たり給与費

（参考）市町村平均

平均月収額
（Ｂ）

517,257

平均月収額

　  平成１７年１０月１日から職員の給料の減額措置（０～７％）を行っているほか、平成２３年４月１日から平成２７年３月３１
日までの経営計画期間中、減額措置（１％～７％）の上乗せを行っています。（ただし、平成２５年１０月１日から平成２６年
３月３１日までの間は、経営計画期間中の減額措置の上乗せに代え、国の要請等を踏まえた減額措置（４．７７％～７．７
７％）の上乗せを行い、また、管理職手当の支給額を一律１０％減額しました。）

660,443千円

46.5市 町 村 平 均

２４年度 884,201千円

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

める職員給与費比率

454,276千円

326,258

区　　分

給与費 B/A

参　考

対応する民間
の類似職種

民　　　間

6,229千円

２３年度の総費用に占

Ａ／Ｂ平均年齢

80人

給　 料 職員手当

Ｂ／Ａ

期末・勤勉手当

職員給与費比率区　　分

総費用

Ａ  Ｂ　

実質収支

総費用に占める

職員数

74.7%69,885千円

区　　分 平均年齢 基本給

　　計　　Ｂ

49.6 57 284,425 457,056

4546.4 ――316,884

1.45

公務員
（Ｃ）

民間（徳島県）
（Ｄ）

区　　分

44.3 315,458

Ｃ／Ｅ

3,785,500 4,311,400

平均年齢 職員数 基本給
平均月収額

（Ａ）

1.27

参　　　考

年収ベース（試算値）の比較

民間（全国）
（Ｅ）

Ｃ／Ｄ

514,312

徳　 島 　市

区　　分

公　務　員

徳　 島 　市

市町村平均

5,484,672

48.3 283,505 449,780徳 島 市

職員給与費純損益又は

２４年度

―

1.45営業用バス運転者

―
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交通局職員の給与等の見直しに向けた取組方針

　１　基本的な考え方

　　　地方公務員の給与については、国、他の地方公共団体及び民間事業所の給与を考慮して定めることとされております。

　　　また、交通局職員の給与制度は長年にわたる経営健全化策の中で、様々な抑制策を実施しており、今後も他都市の状況等を勘

　　案しながら、適正な給与制度を構築していくことを基本に考えています。

　２　具体的な取組内容

　　　交通局職員の給与制度については、上記の考え方に基づき、平成１９年１月に次の見直しを行いました。

　　(1)　給料表の改定（昭和６０年代より３級までの昇格運用を実施しています。）

　　(2)　高齢層職員の昇給抑制制度の導入

　　(3)　各種手当の支給対象者の見直し及び支給月額の引下げ

　３　その他

　　　交通局職員の職員数については、事務事業の見直しや外部委託の推進により、平成２６年度までに平成２２年度の職員数と比べて

　　１２人削減する計画を実施中です。

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

なし ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

ウ　地域手当

（平成２５年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

1,4141,173

徳島市（公営企業職員除く）徳島市（交通局）

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

1.45 0.65 1.45 0.65

2.60 1.35 2.60 1.35

１人当たり平均支給額（平成２４年度）

32.83 38.955 32.83 38.955

徳島市（交通局） 徳島市（公営企業職員除く）

23.03 28.7875 23.03 28.7875

55.86 55.86 55.86 55.86

46.55 55.86 46.55 55.86

支給実績（平成２４年度決算） 0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 0

8,853 7,829

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額です。

0 26,955

支給なし － － －

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）
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エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

 (3) 病院事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

　　　　Ａ 　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

      ２　職員数は、平成２５年３月３１日現在の人数です。

める職員給与費比率

支給実績（平成２４年度決算）

純損益又は

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算）

運転手

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ） 53,045

中休手当

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員

支給実績

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ） 610

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 43,076

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 532

（平成２４年度決算）
手　当　名 内容及び支給単価 （平成２４年度決算） 平均支給年額

一般行政職
の制度との異

同

一般行政職
の制度と異な

る内容

同

254,862

扶養手当 一般行政職と同じ

住居手当 一般行政職と同じ

区　　分

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ

通勤手当 一般行政職と同じ

管理職手当 一般行政職と同じ

同

総費用に占める

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

（参考）市町村平均一人当たり

4,209,319千円

２３年度の総費用に占職員給与費比率

同

給　 料 職員手当

98,222

281,831

支給職員１人当たり

同

869 千円

17,474 千円

3,313 千円

千円

434,400

7,465

3,264

52,637

75.6

1

主な支給対象業務
支給実績

（平成２４年度決算）
左記職員に対する

支給単価

中休勤務 3,264 千円 1時間につき100円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２４年度）

区　　分

総費用 職員給与費

実質収支

２4年度 9,566,099千円 436,802千円

7,355千円 6,764千円

44.0% 44.5%

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

727,179千円 600,045千円 2,956,879千円24年度 402人 1,629,655千円
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イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２５年４月１日現在）

ア　医師

歳 円 円

歳 円 円

イ　看護師

歳 円 円

歳 円 円

ウ　事務職員

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成２４年度支給割合） （平成２４年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～２０％ ・役職加算　　５～２０％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成２５年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

55.86

1.45 0.65

市 町 村 平 均

区　　分

44.2 565,922 1,380,847

徳 島 市 47.2 575,153 1,317,295

市 町 村 平 均

平均年齢

55.86

徳 島 市

平均年齢 基本給 平均月収額

徳 島 市

市 町 村 平 均 38.5 286,732 451,166

32.83 38.955 32.83 38.955

46.55 55.86 46.55 55.86

　　平成１７年１０月１日から職員の給料の減額措置（０～７％）を行っているほか、平成２５年１０月１日から平成２６年３月３
１日までの間は、当該減額後の額にさらに国の要請等を踏まえた減額措置（４．７７％～９．７７％）を行い、また、管理職
手当の支給額を一律１０％減額しました。

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

区　　分 基本給 平均月収額

40.4 320,542 496,355

40.7 329,952 515,030

徳島市（病院局） 徳島市（公営企業職員除く）

1,508 1,414

504,201

１人当たり平均支給額（平成２４年度） １人当たり平均支給額（平成２４年度）

332,45643.5

2.60 1.35 2.60 1.35

徳島市（病院局） 徳島市（公営企業職員除く）

1.45 0.65

23.03 28.7875 23.03 28.7875

1,628 29,651 7,829 26,955

55.86 55.86

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２４年度に退職した職員に支給された平均額です。
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ウ　地域手当

（平成２５年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２５年４月１日現在）

千円

　 円

   ％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成２５年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

手当の名称

58 －

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 555

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ） 193,927

医療業務手当

夜間等業務手当 医療職給料表の適用を受ける職員 深夜における業務

支 給 実 績 （ 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 ） 196,556

管理職員特別勤務手当 一般行政職と同じ

宿日直手当

＜管理職手当を受ける医師＞
18時間以上　47,000円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　 26,100円
5時間未満　  15,650円
＜上記以外の医師＞
18時間以上　41,800円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　 20,900円
5時間未満　  10,450円
＜薬剤師・放射線技師・臨床検
査技師＞
18時間以上　8,850円
5時間以上18時間未満
　　　　　　　　 5,900円
5時間未満　  2,950円

国の制度と同じ初任給調整手当 医師に対して支給

76.3

支給実績（平成２４年度決算） 133,468

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 946,294

医師 15

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） 431,934

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２４年度）

手当の種類（手当数）

医師、薬剤師、臨床検査技師等
医療、調剤、臨床
検査業務等

月額2,400～90,000円

2

主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（平成２４年度決算）
左記職員に対する

支給単価

46,641

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 ）

手　当　名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度と異
なる内容

552

扶養手当 一般行政職と同じ

一般行政職
の制度との

異同
（平成２４年度決算）

316,240

支給実績 支給職員１人当たり

同

通勤手当 一般行政職と同じ 同 26,176 千円 83,897

住居手当 一般行政職と同じ

同 29,586 千円

24,667 千円同

954,387

夜間勤務手当 一般行政職と同じ 同 31,055 千円 166,071

管理職手当 一般行政職と同じ

3,005,032

同 372 千円 74,400

162,272 千円

32,255 千円 503,978

支給実績（２４年度決算） 52,992

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

37,781 千円 212,254

平均支給年額

千円

（平成２４年度決算）

千円 １勤務380～18,600円86,827


